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川崎市の学校

― 平成29年度学校基本調査結果 ―  

川 崎 市
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川 崎 市 の 学 校 

－平成２９年度学校基本調査結果－ 

調査の概要 

学校基本調査（文部科学省所管、基幹統計調査）は、昭和２３年度から毎年実施されてお

り、学校に関する基本的事項を調査しています。 

１ 調査の目的 

この調査は、学校教育行政に必要な学校に関する基本的事項を明らかにすることを目

的とします。 

２ 調査の対象 

調査の対象は、学校教育法（昭和２２（１９４７）年法律第２６号）第１条に定める

幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大

学、高等専門学校及び同法第１２４条に定める専修学校及び同法第１３４条に定める各

種学校及び市町村教育委員会並びに就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提

供の推進に関する法律（平成１８（２００６）年法律第７７ 号）第２条第７項に定める

幼保連携型認定こども園で、すべての学校を対象とする全数調査です。調査は、大学、

高等専門学校及び国立学校は文部科学省が直接調査し、公立及び私立の高等学校及び中

等教育学校並びに都道府県立学校は都道府県が調査します。それ以外は、市町村が実施

します。 

３ 調査の期日 

平成２９（２０１７）年５月１日現在 

４ 調査の種類及び主な調査事項 

調査の種類 報告者 主な調査事項

学校調査
学校数、学級数、園児・児童・生徒数、

入学者数、卒業者数、教職員数

卒業後の状況調査 進路別卒業者数、産業・職業別就職者数

不就学学齢
児童生徒調査

市町村
教育委員会

学齢児童生徒の就学免除及び猶予の状況、

1年以上居所不明及び死亡した学齢児童生徒の数

学校施設調査
学校の長
学校設置者

用途別土地面積、構造別・用途別建築面積、

新築・改築等による建物増加

学校の長

    ※小学校、中学校の理由別長期欠席者数は、平成 28 年度より調査項目から削除され

たため、調査は行っておりません。 
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５ 調査の方法 

   文部科学省、都道府県及び市町村が調査票を配布し、学校（園）からの回答は、政府

統計共同システムによるオンライン回答提出、または、紙調査票の提出により行います。 

利用上の注意 

この報告書は、平成２９（２０１７）年５月１日に実施された学校基本調査の調査結果か

ら、川崎市における公立及び私立の初等中等教育機関、専修学校、各種学校について、その

概要をまとめたものです。 

本文及び統計表中の記号及び数値について

「－」：該当数値なし又は皆無 

「0」、「0.0」：単位未満の値 

「△」：マイナスの値 

「…」：不詳の値 

数値は一部を除き単位未満を四捨五入していますので、総数と内訳の計が一致しない場

合もあります。 

-2-



Ⅰ 市内の学校の状況（公立及び私立） 

幼稚園     83 園   学級数  762 学級     園児数    20,294 人 

2 園 学級数   17 学級     園児数      542 人 

小学校    117 校   学級数 2,715 学級     児童数    74,512 人 

中学校    58 校   学級数 1,081 学級     生徒数    33,145 人 

高等学校   25 校   学科数   35 学科     生徒数    23,549 人 

特別支援学校  7 校   学級数  345 学級     在学者数    1,360 人 

専修学校     8 校   学科数    24 学科     生徒数      1,585 人 

各種学校    2 校   課程数    5 課程     生徒数       77 人 

※幼保連携型認定こども園とは、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推

進に関する法律の改正により、平成 27 年度に創設されました。 

幼保連携型
認定こども園

図 1 学校の区別分布状況（平成２９年度） 
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１ 幼稚園 （図 2、表 1・2、統計表 第 1表） 

 （１）幼稚園数 

幼稚園数は、私立のみの 83 園で、前年度と同数でした。 

（２）学級数 

   学級数は 762 学級で、前年度に比べて 12学級（△1.6％）減少しました。 

（３）園児数 

園児数は 20,294 人で、前年度に比べて 653 人（△3.1％）減少し、5 年連続で減少

となりました。 

年齢別にみると、3 歳児は 6,130 人で前年度に比べて 232 人（△3.6％）減少し、4

歳児は 6,997 人で 166 人（△2.3％）減少し、5 歳児は 7,167 人で 255 人（△3.4％）

減少しました。 

男女別にみると、男児は前年度に比べて 405 人（△3.8％）減少して 10,277 人、女

児は 248 人（△2.4％）減少して10,017 人となりました。 

1園当たりの園児数は、前年度に比べて7.9人（△3.1％）減少して、244.5 人でした。 

1学級当たりの園児数は、前年度に比べて0.5人（△1.8％）減少して、26.6 人でした。 

図 2 幼稚園数と園児数の推移 

表 1 年齢別園児数 
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（４）教員数（本務者） 

教員数は 1,237 人で、前年度に比べて 14人（1.1％）増加しました。 

男女別にみると、男性は前年度に比べて 2人（2.5％）増加して 81人、女性は前年

度に比べて 12 人（1.0％）増加して、1,156 人となりました。 

１教員当たりの園児数は、前年度に比べて 0.7 人（△4.1％）減少して、16.4 人で

した。 

表 2   幼稚園の概況 
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２ 幼保連携型認定こども園（表 3・4、統計表 第 2表） 

（１）幼保連携型認定こども園数 

幼保連携型認定こども園数は、私立のみの 2園で、前年度と同数でした。 

（２）学級数 

   学級数は 17 学級で、前年度と同数でした。 

（３）園児数 

園児数は 542 人で、前年度に比べて 20 人（△3.6％）減少しました。 

年齢別にみると、0歳児は6人、1歳児は 30 人、2歳児は 39 人で、前年度と同数とな

っています。3 歳児は 5 人（△3.1％）減少し 155 人、4 歳児は 2 人（△1.3％）減少し

157 人、5歳児は 13 人（△7.7％）減少し 155 人となっています。 

男女別にみると、男児は前年度に比べて 3 人（1.1％）増加して 273 人、女児は 23

人（△7.9％）減少して 269 人となっています。 

1 園当たりの園児数は、前年度に比べて 10 人（△3.6％）減少して 271.0 人となっ

ています。 

1 学級当たりの園児数は、前年度に比べて 1.2 人（△3.6％）減少して 31.9 人とな

っています。 

（４）教員数（本務者） 

教員数は 58 人で、前年度に比べて 5人（9.4％）増加しました。 

男女別にみると、男性は前年度に比べて 1 人（△20.0％）減少して 4 人、女性は 6

人（12.5％）増加して 54 人となっています。 

１教員当たりの園児数は、前年に比べて 1.3 人（△12.3％）減少して 9.3 人となっ

ています。 

表 3 年齢別園児数 
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表 4 幼保連携型認定こども園の概況 
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３ 小学校 （図 3、表 5・6・7、統計表 第 3表） 

（１）学校数  

学校数は公立が 113 校、私立が 4校の合計 117 校で、前年度と同数でした。 

（２）学級数 

学級数は 2,715 学級で、前年度に比べて 24 学級（0.9％）増加しました。公、私立

別にみると、公立は 24学級（0.9％）増加して 2,667 学級、私立は前年度と同数で 48

学級となりました。 

そのうち、特別支援学級（学校教育法第 81 条第 2 項各号に該当する児童・生徒－

知的障害者、肢体不自由者、身体虚弱者、弱視者、難聴者他－で編成している学級）

は前年度に比べて 14 学級（3.6％）増加して 406 学級となりました。 

（３）児童数 

児童数は 74,512 人で、前年度に比べて 641 人（0.9％）増加し、平成 24 年から連

続して増加しています。公、私立別にみると、公立は 649 人（0.9％）増加して 72,951

人、私立は 8人（△0.5％）減少して 1,561 人となりました。 

学年別にみると、1年生は 147 人（1.2％）増加して 12,700 人、2 年生は 47 人（△

0.4％）減少して 12,543 人、3年生は 98人（△0.8％）減少して 12,551 人、4年生は

377人（3.1％）増加して12,631人、5年生は403人（3.4％）増加して12,246人、6年生

は 141 人（△1.2％）減少して 11,841 人となりました。 

そのうち特別支援学級の児童数は 1,622 人で、前年度に比べて 113 人（7.5％）の

増加となり、平成 6年度から連続して増加となっています。 

1 学校当たりの児童数は 636.9 人で、前年度に比べて 5.5 人（0.9％）増加しました。

公、私立別にみると、公立は 645.6 人で 5.8 人（0.9％）増加し、私立は 390.3 人で、

2人（△0.5％）減少しました。 

公立の児童数について、区別に前年度と比べると、多摩区は減少していますが、そ

図 3 小学校数と児童数の推移 
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の他の 6 区は増加となっています。その中でも最も増加率が高かったのが、幸区の

2.5％（196 人）となっています。 

また、1学校当たりの児童数が最も多いのは高津区の 793.3 人で、最も少ないのは

川崎区の 520.3 人でした。 

1 学級当たりの児童数は 27.4 人で、前年度から 0.1 人（△0.4％）減少しました。

公、私立別にみると、公立は前年と同数で 27.4 人、私立は 0.2人（△0.6％）減少し

て 32.5 人でした。 

児童数別学級数をみると、前年度と同様、児童数が 31～35 人の学級が最も多く、

構成比（学級数総数に占める割合）は 39.0％でした。次いで 26～30 人の学級の構成

比が 24.9％、1～12 人の学級の構成比が 15.2％でした。 

外国人児童数は、前年度に比べて 129 人（26.4％）増加して 617 人となり、4 年連

続で増加しました。区別にみると、最も多いのは川崎区の 325 人で、最も少ないのは

多摩区の 28 人となっています。 

（４）教員数（本務者） 

教員数は 3,884 人で、前年度に比べて 51人（1.3％）増加しました。 

公、私立別にみると、公立が 49 人（1.3％）増加して 3,785 人、私立が 2人（2.1％）

増加して 99 人となりました。 

男女別にみると、男性が 30 人（2.3％）増加して 1,345 人、女性が 21人（0.8％）

増加して 2,539 人となりました。 

1 教員当たりの児童数は、前年度から 0.1 人減少し、19.2 人となりました。 

表 5 学年別児童数 
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表 6 小学校の概況 

表 7 小学校の公・私立別、児童数別学級数 
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４ 中学校 （図 4、表 8・9・10、統計表 第 4表） 

（１）学校数 

学校数は公立が 52 校、私立が 6校の合計 58 校で、前年度と同数でした。 

（２）学級数 

学級数は 1,081 学級で、前年度に比べて 11 学級（△1.0％）減少しました。公、私

立別にみると、公立は 13 学級（△1.3％）減少して 976 学級、私立は 2学級（1.9％）

増加して 105 学級でした。 

そのうち、特別支援学級は前年度に比べて 13 学級（△6.9％）減少して、175 学級

となっています。 

（３）生徒数 

生徒数は 33,145 人で、前年度に比べて 75 人（0.2％）増加となりました。公、私

立別にみると、公立は 27 人（0.1％）増加して 29,265 人、私立は 48 人（1.3％）増

加して 3,880 人となりました。 

学年別にみると、1年生は 79 人（0.7％）増加して 11,021 人、2年生は 143 人（△

1.3％）減少して 10,985 人、3年生は 139 人（1.3％）増加して 11,139 人となりまし

た。 

また、特別支援学級の生徒数は 694 人で、17 人（2.5％）増加し、14 年連続の増加

となりました。 

1 学校当たりの生徒数は 571.5 人で、前年度に比べて 1.3 人（0.2％）増加しました。 

公立の生徒数について、区別に前年度と比べると、川崎区、中原区、高津区の 3区

で増加し、その他の 4区で減少しています。また、増加した区の中では、中原区の増

加率が最も高く、2.2％となっています。 

1 学校当たりの生徒数が最も多いのは高津区の 742.6 人で、最も少ないのは川崎区

の 434.9 人でした。 

図 4 中学校数と生徒数の推移 
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1 学級当たりの生徒数は 30.7 人で、前年度に比べて 0.4 人（1.3％）増加しました。 

公、私立別にみると、公立は 0.4 人（1.4％）増加して 30.0 人、私立は 0.2 人（△

0.5％）減少して 37.0 人でした。 

生徒数別学級数をみると、生徒数が 36～40 人の学級が構成比 45.3％と最も多くな

っています。 

外国人生徒数は、前年度に比べて 21 人（12.7％）増加して 187 人となりました。

区別にみると、最も多いのは川崎区で 86 人、最も少ないのが麻生区で 3 人となって

います。 

（４）教員数（本務者）

教員数は、2,086 人で、前年度に比べて 48 人（2.4％）増加しました。 

公、私立別にみると、公立は 50 人（2.7％）増加して 1,877 人、私立は 2人（△0.9％）

減少して 209 人となりました。 

男女別にみると、男性が 16 人（1.4％）増加して 1,148 人、女性が 32人（3.5％）

増加して 938 人となりました。 

１教員当たりの生徒数は、前年度に比べて0.4人（△2.5％）減少して15.9 人でした。 

表 8 学年別生徒数 
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表 9 中学校の概況 

表 10 中学校の公・私立別、生徒数別学級数 
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５ 高等学校 （図 5、表 11・12、統計表 第 5表） 

（１）学校数 

学校数は公立が 19 校（県立 14 校、市立 5校）、私立が 6校の合計 25 校で、前年度

と同数でした。 

 （２）学科数 

学科数は公立が2学科増えて27学科、私立が前年度と同数の8学科となっており、

合計 35 学科でした。 

（３）生徒数 

生徒数は 23,549 人で、前年度に比べて 47 人（△0.2％）減少しました。平成 20年

度から増加が続いていましたが、10年ぶりの減少となりました。公、私立別にみると、

公立は 66 人（△0.4％）減少して 17,431 人、私立は 19 人（0.3％）増加して 6,118

人となりました。 

学年別にみると、1 年生は 47 人（△0.6％）減少して 7,975 人、2 年生は 211 人

（2.8％）増加して 7,846 人、3 年生は 206 人（△2.7％）減少して 7,458 人、4 年生

（定時制のみ）は 5人（△1.8％）減少して 270 人となりました。 

男女別にみると、男子は 38 人（△0.3％）減少して 11,583 人、女子は 9人（△0.1％）

減少して 11,966 人となりました。 

課程別にみると、全日制は前年度に比べて 3 人（△0.01％）減少して 22,267 人、

定時制は 44 人（△3.3％）減少して 1,282 人となりました。全日制生徒の生徒数総数

に占める割合は前年度より 0.2 ポイント高い 94.6％でした。 

1 学校当たりの生徒数は 942.0 人で、前年度に比べ 1.8 人（△0.2％）減少しました。 

1 学科当たりの生徒数は 672.8 人で、前年度に比べ 42.2 人（△5.9％）減少しまし

た。 

図 5 高等学校数と生徒数の推移 
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（４）教員数（本務者） 

教員数は、1,536 人で前年度に比べて 9人（0.6％）増加しました。公、私立別にみ

ると、公立が 5人（0.4％）増加して 1,219 人、私立が 4人（1.3％）増加して 317 人

となりました。 

男女別にみると、男性が 4人（△0.4％）減少して 1,040 人、女性が 13 人（2.7％）

増加して 496 人となっています。 

1 教員当たりの生徒数は、0.2 人（△1.3％）減少し、15.3 人でした。 

表 12 高等学校数の概況 

表 11 学年別生徒数 
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６ 特別支援学校 （図 6、表 13、統計表 第 7表） 

（１）学校数

学校数は県立が 3校、市立が 4校の合計 7校で、前年度と同数でした。 

（２）学級数 

学級数は 345 学級で、前年度に比べて 10学級（3.0％）増加しました。 

（３）在学者数 

在学者数は 1,360 人で、前年度に比べて 17 人（1.3％）増加しました。平成 14 年

度から 16 年連続で増加しており、平成 13 年度（567 人）と比べると約 2.4 倍になっ

ています。 

（４）教員数（本務者） 

教員数は 784 人で、前年度に比べて 38 人（5.1％）増加しました。 

男女別にみると、男性が 9人（3.2％）増加して 290 人、女性は 29 人（6.2％）増

加して 494 人となりました。 

図 6 特別支援学校の学級数及び在学者数の推移 

表 13 特別支援学校の概況 
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７ 専修学校 （表 14・15、統計表 第 6表）

（１）学校数 

学校数は前年度から 1校減少して、8校でした。 

（２）学科数 

学科数は 24 学科で、前年度と同数でした。 

分野別では、服飾・家政関係が 6学科、工業関係が 5学科、商業実務関係及び文化・

教養関係が 4学科、医療関係が 3学科、衛生関係及び教育・社会福祉が 1学科となっ

ています。 

（３）生徒数 

生徒数は 1,585 人で、前年度に比べて 25人（1.6％）増加しました。 

男女別にみると、男子は 29 人（△7.4％）減少して 362人、女子は 54人（4.6％）

増加して 1,223 人となりました。 

分野別の生徒数をみると、服飾・家政関係が 509人（構成比 32.1％）と最も多く、

次に医療関係が 395 人（同 24.9％）で、文化・教養関係 352 人（同 22.2％）、商業実

務関係が 151 人（同 9.5％）、衛生関係 74人（同 4.7％）、工業関係 102 人（同 6.4％）、

教育・社会福祉 2人（同 0.1％）となっています。 

（４）教員数（兼務者を含む。） 

教員数は 521 人（うち兼務者 424 人）で、前年度に比べて 28 人（△5.1％）減少し

ました。 

本務者 97人について男女別にみると、男性は前年度に比べて 3人（8.8％）増加し

て 37 人、女性は 5人（△7.7％）減少して 60人となっています。 
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表 15 分野別専修学校生徒数 

表 14 専修学校の概況 
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８ 各種学校 （表 16、統計表 第 8表）

（１）学校数 

学校数は 2校で、前年度と同数でした。 

（２）課程数 

課程数は前年度から 1課程増加し、5課程でした。 

（３）生徒数 

生徒数は 77 人で、前年度に比べて 13 人（△14.4％）減少しました。 

男女別にみると、男子は 3 人（△8.6％）減少し 32 人、女子は 10 人（△18.2％）

減少して 45 人となりました。 

（４）教員数（兼務者を含む。） 

教員数は 27 人（うち兼務者 10 人）で、前年度から 5人（22.7％）増加しました。 

本務者 17 人について男女別にみると、男性は前年度と同じ 6 人、女性は 2 人減少

（△15.4％）し、11 人でした。 

表 16 各種学校の概況 
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Ⅱ 卒業後の状況  

１ 中学校 （図 7、表 17、統計表 第 10表）

平成 29(2017)年 3 月の中学校卒業者は 11,004 人で、前年度に比べて 23 人（△0.2％）

減少しました。 

男女別にみると、男子が 19 人（0.3％）増加して 5,491 人、女子が 42人（△0.8％）

減少して 5,513 人となりました。 

（１）進学者の状況 

高等学校等進学者は、前年度に比べて 26人（△0.2％）減少し、10,893 人となりま

した。 

卒業者総数に占める高等学校等進学者の割合（進学率）は、前年度と同数の 99.0％

となっています。 

専修学校等進・入学者は、前年度と同数の 17 人（構成比 0.2％）となっています。 

（２）就職者の状況 

就職者数（高等学校等進学者及び専修学校等進・入学者のうち就職している者を除

く）は、前年度と同数の 25 人（構成比 0.2％）となりました。 

就職者数に高等学校等進学者及び専修学校等進・入学者のうち就職している者を加

えた就職者総数は、就職しつつ進・入学した者がいなかったことから、就職者数と同

様の結果となっています。 

卒業者総数に占める就職者総数の割合（就職率）は、前年度と同数の 0.2％となっ

ています。 

就職者総数の産業部門別構成比をみると、第 1次産業の就職は 12.0％、第 2次産業

が 40.0％、第 3次産業が 20.0％、その他が 28.0％となっています。 

就職先の産業部門別構成比を男女別にみると、男子は第 1次産業が 14.3％、第 2次

産業が 47.6％、第 3 次産業が 19.0％、その他が 19.0％で、女子は第 1 次産業及び第

2次産業への就職はなく、第 3次産業が 25.0％、その他が 75.0％となっています。

図 7 産業部門別就職者の割合 

男・女             男              女 
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表 17 進路別中学校卒業者数 
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２ 高等学校 （図 8・9、表 18、統計表 第 11表）

平成 29(2017)年 3 月の高等学校卒業者は 7,530 人で、前年度に比べて 142 人（1.9％）

増加しました。男女別にみると、男子が 69人（△1.8％）減少して 3,683 人、女子が 211

人（5.8％）増加して 3,847 人となりました。 

（１） 進学者の状況 

大学等進学者は、前年度に比べて 96 人（2.1％）増加し、4,565 人となりました。 

卒業者総数に占める大学等進学者の割合（進学率）は、前年度に比べて 0.1 ポイン

ト上昇して 60.6％となりました。 

公、私立別にみると、公立は 0.3 ポイント上昇して 51.4％、私立は 0.5 ポイント上

昇して 86.4％となりました。 

専修学校等進･入学者は、前年度に比べて 25人（△1.9％）減少して 1,326 人（構成

比 17.6％）となりました。 

（２） 就職者の状況 

就職者（大学等進学者及び専修学校等進･入学者のうち就職している者を除く）は、

前年より 20 人（△2.4％）減少して 831人となりました。 

就職しつつ進・入学した者が 1 名となっており、就職者数に大学等進学者及び専修

学校等進･入学者のうち就職している者を加えた就職者総数は、832 名となります。 

卒業者総数に占める就職者総数の割合（就職率）は、前年度に比べて 0.5 ポイント

減少し、11.0％となっています。昭和 36(1961)年 3 月のピーク時には 61.3％あった就

職率は、平成 23 年度には 10.0％を下回るまで低下しましたが、今年度までの 5 年連

続で 10.0％以上となりました。 

就職者総数を職業別にみると、「生産工程従事者」が 232 人（構成比 27.9％）と最

も多く、次に「サービス職業従事者」133人(同16.0％)、「事務従事者」119人（同14.3％）

の順になっています。職業別に男女別の構成比をみると、男子は「生産工程従事者」

図 8 総数・公立・私立別進路の割合 

総数             公立               私立 
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が男子就職者総数の 39.5％を占め、次に「建設・採掘従事者」18.0％、「販売従事者」

8.1％の順となっています。女子は「サービス職業従事者」が 30.2％と最も多く、次

に「事務従事者」29.9％、「販売従事者」23.8％の順となっています。 

就職者総数を産業別にみると、「製造業」が 220 人（構成比 26.4％）と最も多く、

次に「卸売業、小売業」138 人（同 16.6％）、「建設業」112 人（同 13.5％）の順とな

っています。産業別構成比を男女別にみると、男子は「製造業」が 31.5％と最も多く、

次に「建設業」20.2％、「運輸業、郵送業」11.7％の順となっています。女子は「卸売

業、小売業」が 25.1％と最も多く、次に「製造業」18.0％、「医療、福祉」12.5％の

順となっています。 

表 18 進路別高等学校卒業者数 

図 9 職業別・産業別進路の割合 

職 業 別                    産 業 別 
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